
委員会の今後の調査審議について

旧
目
標

見込評価

 法人による目標の
達成状況を主務大
臣が点検し、業務実
績を総括

＝評価書を公表

業務・組織の見直し

 評価結果や社会経済情勢
等の変化を踏まえ、法人の
業務・組織の全般について
検討し、所要の措置

＝見直し内容として公表

新
目
標

【主務大臣】

【独立行政法人評価制度委員会】
◆主務大臣によるＰＤＣＡサイクルが的確に機能しているかを点検

１．見込評価の点検の視点 （例）

２．業務・組織の見直しの点検の視点 （例）

① 評定の根拠・理由、改善策が明確に示されているか。
② （今後の）目標、評価指標の設定に工夫の余地はないか。

３．新目標の点検の視点 （例）

④ 国の政策実現のため、法人に付与するミッションや求める成果（どのような成果が評価されるのか）について、具体
的かつ明確に示すものとなっているか。

⑤ 法人の長のリーダーシップの下、法人職員に法人のミッション等を浸透させ、法人のチャレンジを促すような取組を
高く評価できるような目標・評価指標設定となっているか。【主務大臣はＤを直接担わないため、特に重要。】

12月４日の委員会

◆次期目標策定に当たって
留意すべき事項

※ ①については、必要があるものは確定
評価（期間実績評価）において対応を求
める。

必要があれば意見等

２月下旬
の委員会

諮問・答申

◆主務大臣の責任の下、法人のミッションを明確にし、政策実施機能を最大限発揮させる
ためのＰＤＣＡサイクルを回す【新制度の眼目】

Ｐ

③ 評価結果や社会経済情勢等の変化との関係が明確に示され、的確に
反映したものとなっているか。

Ｄ Ｃ Ａ Ｐ

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

＝事業計画

＝業務実施

＝自己評価
（課題抽出）

事業計画
見直し ＝
等に反映

法人のＰＤＣＡ

法人による
業務実施

【委員会の取組】
○法人運営の活性化に資
する取組事例把握

○法人が元気を出して業務
を行うよう、制度やルール
面の課題の検討

資料１ 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【消費者庁所管：（中）国民生活センター】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 消費者基本計画（H27.3閣議決定）では、消費者を取り巻く環

境の変化と課題として、①消費者の安心・安全の確保による

持続的な経済成長の実現、②高齢化・独居化の進行により、

高齢者、障害者等の被害防止等が急務、③国境を越えた取引

の安心等の確保が必要、などを挙げている。 

○ センターの主な業務は、①相談、②相談情報の収集・管

理、③商品テスト、④広報・普及啓発、⑤教育研修・資格制

度、⑥裁判外紛争解決手続（ADR）。各業務の相互補完性・一

体性として、相談、商品テスト、相談情報の収集・管理業務

を中心に、双方向に一体となって機能。 

○ センターは、各業務を通じて、消費者被害の予防と救済の

ための３つの機能（①行政機関及び事業者団体等への要望・

情報提供等、②全国の消費生活センター等に対する支援（地

方支援）、③消費者に対する注意喚起）を担っている。 

消費者庁は、センターについて、消費者行政における中

核的な実施機関として必要不可欠な存在と位置付けてい

る。 

○ 行政事業レビュー（平成29年度）において、以下のとお

り、事業内容の一部改善の指摘を受けている。 

・ 全国の消費生活センター等に対する支援を一層充実・強

化するため、引き続き予算を効率化 

・ 一般管理費について、契約内容の精査などよる効率的な

センター運営 

・ PIO-NETに入力された情報を法執行や政策の企画・立案

に有効に活用する手法を継続的に検討。

【見込評価】 

○ 法人の現行中期目標においては、「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」の項目の

中で定量的な指標により達成水準を明示しているのは、①PIO-NETに登録されるまでの平均日数（10日以内。センターが自

ら受け付けた相談は５日以内）」、②裁判外紛争解決手続（ADR）の申請から手続を終了までの期間（4か月以内）のみであり、こ

れ以外に、年度計画において数項目について指標が設定されている（例：①報道機関等を通じた情報提供（年間50件以

上）、②「くらしの豆知識」の発行回数（年１回）、③消費生活相談員資格の資格保有者の地域偏在の解消（全国15か所以上

で資格試験を実施）、④商品テストの実施（注意喚起のための商品テストは年間10件以上、地方公共団体から依頼のあった相談解決のための商品テ

ストは、原則全件対応）。 

なお、見込評価においては、これら以外に実績値は「参考」扱いで掲載されている。 

○ 高齢者、障害者等への支援を行う者に対する研修の実施、情報の提供等については、「引き続き、消費者教育に関す

る研修の実施や見守り新鮮情報の配信等により情報提供を実施する必要がある。」と記載されている。 

○ 法人の現行中期目標において、徳島県では徳島独自の研修及び徳島県を実証フィールドとした先駆的な商品テスト

を実施すると記載しているが、見込評価では、平成 29 年度の業務開始に向け、徳島県及び消費者庁と協議しなが

ら、研修及び商品テスト事業、オフィスの環境整備など必要な準備を開始したところまでの記載となっている（評定

はＢ）。 

○ 法人の現行中期目標においては、「相模原事務所研修施設における稼働率の確保」、「相模原事務所研修施設における 

研修の実施」、「消費者教育推進のための研修」、「消費生活サボーター研修の実施」及び「企業職員研修」の５項目の

評定がC。 

【見直し内容】 

○ 消費者基本計画を踏まえ、消費者行政の中核的な実施機関として、国の政策課題とセンターの事務及び事業との位

置づけを明確にしつつ中期目標を策定し、政策実現に対応した事務・事業として実施する。

○ 相模原事務所研修施設の稼働率向上と研修施設利用者数の増加を図る計画的な取組を行う。 

○ 毎年約90万件の相談情報が蓄積され、中央省庁や全国の消費生活センター等で消費者被害の未然防止・拡大防止に

活用されるPIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）について、AI（人工知能）、テキストマイニング、音

声認識等の新技術の動向を踏まえ、情報分析や相談支援の強化、法執行の迅速化に資するものとなるようシステム改

修へ向けた検討を行う。 

○ 徳島県において、主として関西、中国・四国地域の対象者を中心とした研修、徳島独自の研修を実施する体制とと

もに、徳島県を実証フィールドとした先駆的な商品テストのプロジェクトを実施する体制を引き続き整備する。

○ 主務省としてセンターの各業務に期

待する役割やミッション 

○ センターの更なる活性化に資する、

次期中期目標期間における各業務の達

成水準や評価指標のあり方 

(例えば、高齢者・障害者等の消費者被害

の防止に関する今後の取組について) 

○ 消費者庁の「消費者行政新未来創造

オフィス」について３年以内に検証が

行われる中で主務省が考える、センタ

ーが３年間に行う徳島業務の目的や政

策上の位置づけ、３年間で目指す成果

や達成水準のあり方、徳島業務の実施

の判断におけるセンターの主体性 

資料２ 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【法務省所管：（準）日本司法支援センター（法テラス）】 ※ 独立行政法人通則法の準用を受ける法人であり、法務大臣が最高裁判所及び日本司法支援センター評価委員会の意見を聴いて中期目標を策定。

背景事情等 日本司法支援センター評価委員会による見込評価／主務大臣による業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 司法制度改革（身近で利用しやすく、適

正・迅速で、信頼のできる司法制度の構築）

を背景として、民事法律扶助の拡充、司法

の利用相談窓口（アクセス・ポイント）の

充実とネットワーク化の推進による司法

に関する総合的な情報提供、被疑者・被告

人の公的弁護制度の整備等を行うため、総

合法律支援法に基づき、支援センターが設

立 

○ 民事・刑事を問わず、あまねく全国にお

いて、法による紛争解決に必要な情報やサ

ービスを受けられる社会の実現を目指す

ことを基本理念として、法制度等の情報提

供、民事法律扶助、国選弁護等関連、司法

過疎対策、犯罪被害者支援、東日本大震災

法律援助等の業務を実施 

○ 司法ソーシャルワーク（高齢者・障害者

を始め、自らが法的問題を抱えていること

を認識する能力が十分でない等の理由で

自ら法的援助を求めることが期待できな

い者に対し、福祉機関等と連携して積極的

に働きかけ、法的問題を含めた総合的な問

題解決を図る取組）を推進 

【見込評価】 

○ 司法ソーシャルワークについては、「高齢者・障害者等に対する援助の充実」の事項で以下の指標及び達成水準を用いて評価を実施。関係機関

との連携を通じた積極的な取組の実施・継続により，中期目標の達成が見込まれるとして、評定はB。 

① 連携対象機関の指定相談場所数 H26:37か所⇒H27:85か所⇒H28：152か所  ② 連携を契機とした巡回相談件数 H26:319件⇒H27:488件⇒H28:438件 

③ 連携を契機とした出張相談件数 H27:589件⇒H28:639件  ④  連携を契機としたセンター相談・事務所相談件数 H27:673件⇒H28:2,578件 

【参考】「司法ソーシャルワーク」「高齢者・障がい者支援」をテーマとした地方協議会の開催回数 H26:52回⇒H27:65回⇒H28:62回 

【見直しの背景・理由】 

○ 支援センターの業務は、憲法で保障されている裁判を受ける権利や刑事被告人の国選弁護人選任権等を実現するために不可欠であり、また、

国民生活に欠かせないセーフティネットとして機能しており、極めて公共性が高く重要である。 

○ 改正総合法律支援法（平成30年1月24日施行）に基づく認知機能が十分でない高齢者・障害者やストーカー・DV・児童虐待の被害者に対す

る法的援助の実施や、刑事訴訟法改正（平成30年6月までに施行予定）に伴う被疑者国選弁護の対象事件の拡大への対応が求められている。 

○ 総合法律支援の実施及び体制の整備は、政府としてはもとより国際的にも重要な施策として位置づけられており、その中核を担う支援センタ

ーには業務の充実をより図ることが期待されている。 

【見直し内容】 

○ 情報提供：コールセンターについて、運営経費や利用者満足度を意識した効率的・効果的な運営を実施。地方事務所（支部、出張所を含む）

における情報提供の在り方について、コールセンターとの役割分担や関係機関との連携方法を踏まえて検討。 

○ 民事法律扶助：改正総合法律支援法に基づく新たな法的援助を適切に実施するため、福祉機関等と連携強化。全国的な取組として司法ソーシ

ャルワークを更に推進。立替金等債権について、効率的・効果的な管理・回収を実施。 等 

○ 国選弁護等関連：刑事訴訟法改正に適切に対応できるよう契約弁護士の確保に努め、迅速・適切な選任態勢の確保及び関係機関との連携強化

を図る。 等 

○ 司法過疎対策：司法過疎地域事務所を設置していない地域の司法過疎対策に関し、効率的・効果的な方策を検討し、実施を図る。司法過疎地

域事務所ごとの業務量を把握・分析し、存置の必要性や常勤弁護士の配置人数について不断の検討を行い、結果を適切に反映。 等 

○ 犯罪被害者支援：ストーカー等の被害者に対する法律相談援助の実施を踏まえ、警察等の関係機関との連携を更に強化し、担い手となる契約

弁護士の確保に努める。 等 

○ 組織：既存業務及び新規業務の追加による業務量の変動を的確に把握・分析し、職員の適正な配置を行う。 等 

○ 法テラスの業務遂行の更なる

活性化に資する、次期中期目標期

間における各業務の目指す成果

や達成水準、評価指標のあり方 

○ 改正法に基づき今後実施する

新たな業務、更に推進する司法ソ

ーシャルワークについて、法テラ

スに期待される具体的な取組や

目標設定の在り方 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【経済産業省所管：（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ NEDOは、未来投資戦略、科学技術・

イノベーション総合戦略、科学技術基

本計画、エネルギー基本計画等の政府

方針の下、「エネルギー・地球環境問題

の解決」「産業技術力の強化」を目指し

て、新エネルギーの利用拡大やさらな

る省エネルギー、新技術の開発や市場

化、イノベーション創出を推進。

○ 産業技術政策に基づき、多くの革新

的技術シーズを創出し、革新的技術シ

ーズを事業創造に結びつける『橋渡

し』を推進。主な業務は以下の３つ。

①技術開発プロジェクトの実施

・技術戦略研究センター（TSC）におい

て中長期の技術開発戦略を策定し、

プロジェクトを企画・構想

・中長期的な我が国産業競争力向上等

のために投資すべき分野に適切に技

術開発資金を配分

・企業や大学・公的研究機関の研究チ

ームを糾合し、技術開発マネジメン

トを通じてプロジェクトを実施

②中堅・中小・ベンチャー企業の技術

の実用化支援

・技術開発助成等により技術の実用

化・事業化を支援

③オープンイノベーションの推進

・中堅・中小・ベンチャー企業と革新

的な技術シーズを事業化に結びつけ

る「橋渡し」機能の能力を有する機

関との共同研究へ支援

【見込評価】  ※項目別評価の主な課題、改善事項等に以下の旨の記述あり 

○技術開発マネジメント体制を一層強化するために、「技術インテリジェンス」の蓄積・向上を図る必要がある。

○「未来投資戦略２０１７」等の政府の戦略を踏まえつつ、研究開発成果の社会への実装の促進に、一層積極的に取り組む必要がある。

【見直しの背景・理由】

○成果の社会実装を前提とした研究開発プロジェクト等の推進

・AI・ロボットについて、産官学の英知を結集し、関係府省とも連携を強化しながら研究開発を行う。

・エネルギー・環境について、新エネルギー・省エネルギー技術等の開発や実証実験等を産官学により国内外で展開するプロジェクト

等を推進。また、中長期的な課題を解決するため、従来の発想によらない革新的な技術の発掘や開発等に注力。

・成果の社会実装を図るため、研究開発プロジェクト等の実施に当たっては、国際標準化の取組支援、知的財産マネジメント支援、

社会実装に向けたロードマップの作成等を推進。

○技術インテリジェンス機能の強化

・技術戦略研究センターを中心として、特許庁の技術動向調査や科学技術振興機構研究開発戦略センター（CRDS）等の情報を踏まえ

る等、産学官で連携し、継続的な国内外の有望技術と社会課題・市場課題の動向把握・分析を行う体制を構築。

・世界に先んじたイノベーションの予兆を掴み、萌芽を見い出しつつ、我が国の「強み」、「優位性」を活かした戦略を策定・実施。

○研究開発型ベンチャー企業等の振興、オープンイノベーションの促進

・研究開発型ベンチャー振興のための環境整備に向け、各種支援施策を整備・実施。また、オープンイノベーションについての理解

向上・効果的な取組等に関する共有・普及啓発を行う。

・研究開発プロジェクトにおけるオープンイノベーションの推進に向けて、技術分野ごとに競争領域/協調領域を明確化することで、

企業、大学、国立研究開発法人等の資源を集約し、効果的かつ効率的に研究開発を進める。

【見直し内容】 

○技術戦略に基づくナショナルプロジェクトの実施

○技術戦略研究センター（ＴＳＣ）の強化（ＮＥＤＯ海外事務所の体制強化を含め、国内外の技術情報の収集体制の充実を目指す。ナシ

ョナルプロジェクトの実施を見据えた実効性ある戦略を策定するため、各推進部の職員を戦略策定に関与させる仕組みを導入。）

○成果の社会実装を前提とした取組の強化（ナショナルプロジェクトの実施に当たっては、①標準化・性能評価・環境影響評価、②ロー

ドマップやガイドライン、データベースの策定、③産業人材の育成等の社会実装に必要な要素を特定し、類型化するとともに、原

則、これらを前提とした取組を推進。）

○プロジェクトマネジメントの高度化等（プロジェクトマネージャー（PM）の外部人材の登用、協調領域プロジェクトの効率的な創出に

向けた体制構築） 

○新たなプロジェクトマネジメントシステム（PMS）の導入（次期中期目標期間のなるべく早い時期に、NEDO及び事業者の双方が同一画

面で情報共有を行える仕組み（PMS）を導入。

○研究開発型ベンチャー企業等の振興・オープンイノベーションの促進（研究開発型ベンチャーの技術・経営両面の支援機能の強化、オ

ープンイノベーション・ベンチャー創造協議会を通じた民間におけるオープンイノベーションの意識向上やマッチング支援等）

○ 成果の社会実装など、国

の政策の下でのNEDOの意

義や役割について、より一

層の具体化・明確化

（次期中期目標への反映

の仕方、国民等への分か

りやすい説明の仕方）

○ NEDOの業務遂行の更な

る活性化に資する、次期中

期目標期間における各業務

の目指す成果や達成水準、

評価指標のあり方

○ 技術戦略研究センター

（TSC）の強化、プロジェ

クトマネジメントの高度化

等（プロジェクトマネージ

ャーの外部人材の登用等）

について、NEDOに期待さ

れる具体的な取組や目標設

定のあり方
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【経済産業省所管：（中）情報処理推進機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 我が国の中長期的な成長の鍵は、第4次産業革命（IoT、

BD、AI等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会に取

り入れて様々な社会課題を解決する「Society5.0」を実現

することであり,その具体的な施策として、サイバーセキュ

リティの確保やIT人材の育成の強化等を図ることが政府の

方針。

○ とりわけ、2020年東京オリンピック・パラリンピック及

びその後を見据えて、政府機関及び重要インフラ等に関す

る取組強化、サイバー攻撃対策の強化、IoTセキュリティ

の強化、セキュリティ人材の育成等を図ることが重要。

○ IPAは、情報セキュリティ対策強化に係る業務として、

①重要インフラ等を守るための取組（産業サイバーセキュ

リティセンター、J-CSIP等）、②NISCの指示に基づく独法

等の情報システムの監視・監査、企業等へのサイバーセキ

ュリティに係る支援を実施。 

 また、情報処理システムの信頼性向上に係る業務とし

て、システム障害情報の収集・共有、開発者が考慮すべき

事項の指針作成、共通語彙基盤及び文字情報基盤の整備を

実施。 

 加えて、高度なIT人材の育成に係る業務として、未踏

人材の発掘・育成、情報処理安全確保支援士等の資格試験

及びITスキル標準の整備等を実施。 

○ 法人の内部統制として、理事長の指示の下、「業務運営方

針検討会」を組織し、各部門の施策、将来ビジョンや業務

の必要性、連携の可能性などを議論するなどの取組を実

施。

【見込評価】 

○ 法人の現行中期目標については、「新たな脅威への迅速な対応等の情報セキュリティ対策の強化」につい

て、以下の評価指標を設定し、これに関する見込評価の結果は、概ね「達成（評定：Ａ）」と説明。
①サイバー攻撃に関する情報共有の取組みを開始する産業分野数を５分野以上 
②機構が提供した情報等に対する満足度を80％以上 
③機構に対する情報セキュリティに関する情報源としての期待割合を25％以上 
④機構の成果の定期的周知先拡大数を80,000まで拡大  ※ これ以外に中期計画に係る評価指標を設定し、見込評価で達成状況を説明 

○ また、「IT 人材育成の戦略的推進」については、現行中期目標において以下の評価指標を設定し、これ

に関する見込評価の結果は、概ね「達成（評定：Ｂ）」と説明。 
①スーパークリエータの割合を30％以上 
②情報セキュリティ人材のスキル指標の企業活用率を30％以上 
③情報処理安全確保支援士が担う代表的な役割モデルを３種以上構築 

④情報処理安全確保支援士制度の企業認知度を50％以上 ※ これ以外に中期計画に係る評価指標を設定し、見込評価で達成状況を説明

【見直しの背景・理由】 

○ 世界最高水準のIT利活用を通じた安全・安心・快適な国民生活の実現に貢献し、IoT/BD（ﾋ゙ ｯｸ゙ ﾃ゙ ﾀー）/AI時

代がもたらす社会経済情勢の変化を社会のあらゆる層が有効かつ安全に活用していけるよう、3つのミッシ

ョン（①サイバー空間の脅威への対応を強化し、国民と社会の安全を守る、②ITに関する新しい潮流を常

に捉え、役に立つ形で発信、③IT人材の裾野を拡大し、高度なIT人材のネットワークを形成）を遂行。

【見直し内容（事務・事業、組織）】 

○ 情報セキュリティ対策の強化（産業サイバーセキュリティセンターや独法等の監視・監査などの着実か

つ適切な遂行、サイバー攻撃に対する初動対応措置及び被害未然防止措置の強化など）

○ 調査・分析機能の強化（ITに関する新たな技術について指針化・ガイドライン化、ITスキル標準の迅速

かつ継続的な提供、官民データの利活用促進のための相互運用基盤の整備・普及）

○ IT人材の発掘・育成の取組強化（産業構造の変革や必要とされる人材の確保・育成に向けたIT人材育成

事業を柔軟に進める、突出したIT人材の発掘・育成、情報処理安全確保支援士の試験等の事務など）

○ 政策課題・社会情勢に合わせた柔軟かつ機動的な対応が可能となるよう、各部門の有機的連携、事業の

改廃や事業間のシナジーなど組織全体としての最適効率を目指す体制を構築。また、組織横断的に将来ビ

ジョン等を共有・議論し、各事業や業務運営の見直しを継続的に実施する恒常的な体制を整備。

○ 情報セキュリティ対策について、IPA

に期待される具体的な取組や目標設定

のあり方

○ IT人材の確保に関する国の政策

（2020年の時点でIT人材が36.9万人

不足と推計）において、主務省が考え

るIPAの役割（IPAが実施するIT人材

育成の対象範囲等）の明確化
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【経済産業省所管：（中）石油天然ガス・金属鉱物資源機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ JOGMECは、エネルギー資

源や鉱物資源の探鉱・開発

の支援や石油・石油ガス・

金属鉱物の備蓄に関する業

務を実施し、それらの安定

的かつ低廉な供給に貢献。

また、金属鉱業等による鉱

害の防止に関する業務を実

施し、国民の健康保護や生

活環境の保全等に寄与。

○ 「エネルギー基本計画」

（平成22年6月閣議決

定）においては、2030年ま

でに、石油及び天然ガスの

自主開発比率を40％以上と

することを目指すこととし

ている。 

○ 平成28年の法律改正に

より、海外の資源会社の買

収や資本提携への支援、産

油国国営石油企業株式の取

得等、JOGMEC の支援メニ

ューが拡充。

【見込評価の概要（石油・天然ガス資源開発支援業務及び組織に関する主な事項）】 

○ 石油・天然ガス資源開発支援事業に係る見込評価の結果は「Ａ」。定量的指標に対する実績については、

・海外における地質構造調査の実施による優先交渉権の獲得（目標6件：29年度末実績見込6件）

・我が国企業の探鉱開発事業（自主開発権益量）の支援割合（目標1/2：28年度末実績45.26％）

・資源国等との協力枠組みと具体的協力事業数（目標20件：29年度末実績見込33件） 等

に加え、14件（18社）の探鉱出資・資産買収出資・債務保証を実施。特にアブダビ陸上油田に関しては、40年間の長期契約により日量

8万バレルの自主開発原油権益を獲得したことを高く評価。アブダビ陸上油田の獲得は、日本企業では初であり、日本にとっても巨大油

田の権益獲得は2009年以来の快挙。これもあり自主開発比率は2014年度24.7％から2015年度27.2％に増加したこと等を高く評価。

【見直しの背景・理由】 

○ 次期中期目標期間においては、直近のエネルギー・資源を巡る国際情勢や国内外の需給状況を踏まえ、我が国のエネルギー・資源に係

る政策上の課題に適時・的確に対応していくことが重要。特に今回は、改正法によりリスクマネー機能の拡充が図られ、JOGMECの資源開

発に係る役割が抜本的に強化されたことを踏まえる必要がある。

○ 財務基盤等で劣後する我が国企業が世界の資源会社と伍していくため、国際競争力強化のための取組をより集中的に行う必要があり、

JOGMEC はこうしたニーズを踏まえ、着実に結果を出していかなければならない。

○ 企業や資源国のニーズに柔軟に対応するための司令塔機能や営業機能の充実を図るなど、我が国のエネルギー・資源開発の中心的機関

としての能力、専門性を高めていくとともに、新たに取得する資産等の管理体制を充実させていくなど、組織を国内外から高い評価を受

ける新しいステージに引き上げるための取組を進めていく必要がある。

【見直し内容（石油・天然ガス資源開発支援業務及び組織に関する主な事項）】 

○リスクマネー供給の一層の重点化

・JOGMEC のリスクマネー供給について、国が策定した「採択等に係る基本方針」も踏まえ、戦略的な優先順位等を国とJOGMECの間で共有

し、より一層の重点化を図る。

・我が国上流開発企業の国際競争力強化の観点から、コストや収益性、地域的な評価、将来のポテンシャル等の権益の「質」も含めて優先

順位をつけて取り組むことが重要。

・法改正で追加された新規業務を的確に遂行するため、必要な体制（JOGMEC内部の審査体制や外部専門家の活用等を含む）を一層強化。

○権益獲得・維持に資する技術開発の推進（TRC 改革）

・我が国企業の権益獲得・維持に貢献するため、産油国等のニーズに応じた技術開発・実証を推進するとともに、産油国等へパッケージで

技術提案を行うための司令塔機能を創設するなど、技術センター（TRC）改革を行う。

○リスクマネー等に係る資産・負債の管理体制の整備

・法改正により新たな業務が追加され、より的確な資産管理が求められる。具体的には、出融資・債務保証業務といった金融的手法を用い

たリスクマネー供給業務について、資源獲得の不確実性や民間金融機関では対応困難なカントリーリスク等に対処する必要があるという

特性を踏まえ、個別資産が有するリスクを精査するとともに、株式売却を含むポートフォリオの適切な管理体制を強化する。

○ 石油・天然ガス資源開発支援

業務について、主務省が考える

JOGMECの政策上の役割の範囲

（JOGMECの主体性や裁量に委ね

る部分の整理等）

○ JOGMECのリスクマネー機能の

拡充に対応しつつ、業務遂行の

更なる活性化に資する、次期中

期目標期間における石油・天然

ガス資源開発支援業務の目指す

成果や達成水準、評価指標のあ

り方

（2030年の自主開発比率目標と

の関連を含む）

○ 技術センター（TRC）改革、リ

スクマネー等に係る資産・負債

の管理について、JOGMECに期待

される具体的な取組や目標設定

のあり方

※ 金属鉱物資源開発支援等の他の
業務についても、JOGMECの政策
上の役割や具体的な取組、目標設
定のあり方について議論を進め
る。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【農林水産省所管：（中）農畜産業振興機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 農畜産物を対象として、畜産経営の安定、主要な野菜の生産・出荷の安定、

砂糖・でん粉の価格調整、畜産・野菜農業の振興に資するための事業への補

助、情報収集・提供等を実施して、農畜産業・関連産業の健全な発展・国民消

費生活の安定への寄与が使命。

○ 環太平洋パートナーシップ協定（以下「ＴＰＰ協定」という。）の締結に伴

い決定された総合的なＴＰＰ関連政策大綱（平成27年11月25日ＴＰＰ総合

対策本部決定）において、牛肉、豚肉、乳製品及び甘味資源作物について経営

安定対策の充実等の措置を講ずることとされた。

また、生産資材価格の引下げや農産物の流通・加工構造の改革等を通じて

農業の競争力強化を実現するため、農業競争力強化プログラム（平成28年11

月29日農林水産業・地域の活力創造本部決定）が決定され、肉用牛・酪農の

生産基盤の強化及び牛乳・乳製品の流通等の改革を推進することとされた。 

○ 法改正（加工原料乳生産者補給金制度が改正され平成30年４月から実施）

○ 法人は、指定生乳生産者団体の生乳取引の実態や乳業者の乳製品の製造実績

等に関する知見を有し、関連データの提供等、農林水産省と適宜連携。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ ＴＰＰ協定の締結、日ＥＵ経済連携協定の大枠合意な

ど、農林水産業が新たな国際環境に入ることを踏まえ、農

林水産業の体質強化、経営安定・安定供給に備えた措置の

充実を図るため、機構が実施する経営安定対策を引き続き

実施するとともに、法律改正に伴う制度の改正等に的確に

対応していく必要。

【見直し内容】 

○ 各業務（生産者の経営安定、農畜産物の需給調整・価格

安定に係る主要な施策の事務、緊急対策、情報収集提供業

務）について、引き続き実施。

○ 制度改正に伴う事務手続の増加（対象事業者の拡大）に

ついては適切に対応。（ICTを活用した業務の一層の効率化

を推進）

○ 指定乳製品等（バター等）の輸入・売買については、実

施済の対応策（輸入決定時期の明確化、情報交換会議の開

催等）を継続。

○ ホームページでの情報提供の充実を図る。

○ 次期中期目標の策定に当たって

は、農畜産業のセーフティネットと

しての役割に照らして、何が法人の

成果を測るにふさわしい目標である

かを十分に検討した上で、適切な目

標を設定すべきではないか。

※ 現行中期目標における経営安定対策

及び需給調整・価格安定対策に係る定

量的な目標は、交付金の手続期間等事

務の効率化に関するもののみ。

○ 機構がこれまでの事業の蓄積で有

する専門性を活用し、農林水産省と

の連携を強化する等、その役割を拡

大する余地はないか。

○ 法人が行う事業について、その効

果・役割が十分に国民に浸透するよ

う、広報・情報発信のあり方につい

て検討すべきではないか。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【農林水産省所管：（中）農業者年金基金】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 農業者の老齢について必要な年金等の給付の事業を行うことによ

り、国民年金の給付と相まって農業者の老後の生活の安定・福祉の向

上を図るとともに、農業者の確保に資することが使命。

○ 若い農業者を支援（政策年金）

※ 一定の条件を満たす農業者に政策支援（保険料補助等）を実施

○ 人口減少の進行や農業就業者の著しい高齢化など我が国の経済社会

や農業・農村の構造変化が進み、次世代の農業を担っていこうとする

者を確保することが農政上の喫緊の課題。

また、女性農業者は、農業就業者の４割を占め、女性が参画してい

る農業経営体ほど販売金額が大きく、経営の多角化に取り組む傾向が

強いなど、地域農業の振興や農業経営の発展等に重要な役割を担って

いることに鑑み、その能力を最大限発揮できる環境の整備が求められ

ている。 

※ 現行中期目標においては、「20歳から39歳までの基幹的農業従事

者」に占める「農業者年金の被保険者の割合を、現在の13％から平

成29年度末までに20％まで拡大」とされている。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 農業の将来を支える若い担い手の確保が喫緊の課題となっていること

を踏まえ、業務の適正な実施を確保しつつ、効果的かつ効率的な業務運

営を図り、政策年金としての機能が十分に発揮されることが必要。

【見直し内容】 

○ 農業者年金事業（年金の加入・給付事務）については、可能な限り定

量的な目標を設定する。

○ 年金資産の運用については、引き続き、基本となる年金資産の構成割

合（政策アセットミクス）を定め、安全かつ効率的に運用するととも

に、政策アセットミクスについては、資金の運用環境の変化等に照らし

た妥当性の検証等を適切に実施する

○ 農業者年金制度の普及推進に当たっては、新規就農者など農業の将来

を支える若い担い手の育成及び確保に資するよう、政策支援の対象とな

り得る若い農業者の加入の更なる拡大を目指して目標を設定し、取組を

進める。

また、農業経営の発展等に重要な役割を担う女性の活躍を後押しする

観点から、女性農業者の加入推進目標を設定するなど、女性農業者に対

する普及推進の取組を強化する。 

○ 次期中期目標の策定に当たっ

ては、法人に与えられた役割

（ミッション）、業務の性質に

照らして、何が法人の成果を測

るにふさわしい目標であるかを

十分に検討した上で、適切な目

標を設定すべきではないか。

○ 加入推進に関する目標設定に

おいては、政策目的との関連性

を明確にし、その設定趣旨を具

体化すべきではないか。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【農林水産省所管：（中）農林漁業信用基金】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 農業・漁業の信用基金協会が行う債務保証等の保険の

業務、林業者等の融資機関からの借入等に係る債務保証

の業務を行うことにより、農林漁業者等の信用力を補完

し、農林漁業経営等に必要な資金の融通を円滑にし、も

って農林漁業の健全な発展に資することが使命

○ 農林水産業は、自然条件に左右されるなど民間金融機

関からの資金借入が困難であり、公的な信用補完制度で

ある信用保証保険制度の役割は重要。

○ 日本の農業経営向け貸付残高（平成27年度）は３兆

2,786億円であり、うち、農協系統及び日本政策金融

公庫が２兆4,803億円（約75％）を占める。（食料・

農業・農村白書）

○ 国内銀行による農林業向け貸付残高は平成29年３月

末に6,934億円となり、５年前と比べると残高は２割

増（日銀統計）。

○ 「農業災害補償法の一部を改正する法律」が成立し、

平成31年から、農業経営収入保険事業が実施され、そ

の実施主体である全国を区域とする農業共済組合連合

会の保険金の支払等に必要な資金が不足する場合のセ

ーフティネットとして法人に貸付業務等が追加。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 「日本再興戦略2016」（平成28年６月２日閣議決定）において、民間金融機

関による農業融資が活性化するよう、「民間金融機関からの資金調達に際して信

用保証制度が幅広く利用可能となるよう、保証制度を見直す。」とされ、これを

受け、信用基金及び農業信用基金協会は、農業融資が活性化するよう保証料・保

険料の引き下げ等の改善を行い、信用保証制度の利用が進むよう取り組んでい

る。

また、「未来投資戦略2017」（平成29年６月９日閣議決定）においても信用

保証制度が幅広く利用されることが求められるなど、農業融資の活性化に向

け、信用補完機能の役割がさらに重要になっている。 

【見直し内容】 

○ 各業務(信用保証保険業務・災害補償関係業務)について、引き続き実施。

○ 農業信用保険業務においては、信用保証保険制度が幅広く利用可能となる環境

の整備を図るため、引き続き、融資機関等関係機関と積極的に情報交換を行い、

普及推進、利用促進に向けた取組を推進していく。特に、農業信用基金協会と一

体となって、農協系統融資機関以外の銀行、信用金庫等に対する取組を積極的に

実施する。

○ 法改正には適切に対応。

○ 次期中期目標の策定に当たっては、

法人のミッションに照らし、資金供給

の環境整備のための方策、目指す成果

について具体化すべきではないか。

※ 現行中期目標の項目としては、信用保

険等について、「事務処理の迅速化」及

び「国民一般や利用者に対する情報開示

の充実及び利用者の意見の反映」のみ。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【国土交通省所管：（中）国際観光振興機構（JNTO）】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 国際観光は、日本経済を牽引し、地域を再生する政

策の柱であり、国は観光立国の実現に向けた取組を推

進。現状では、アジアからの訪日旅行者が大半を占め、

消費額の大きい欧米豪市場の取込みが不十分であるほ

か、旅行者の訪問先は依然として東京・大阪等を巡るル

ートに集中。

 今後は、国別や富裕層など顧客層別の戦略的できめ

細かな訪日プロモーションの実施等による訪日外国人

の更なる増加を図るほか、地域の魅力を高め、インバウ

ンド増加の効果を全国津々浦々に届けることが課題。

○ JNTO は、国際観光施策の実施機関として、20 か所の

海外拠点による現地目線での情報の発信・入手が可能

であるほか、長年、海外事務所における情報収集、MICE

の誘致や観光案内所整備のための事業を展開し、その

ノウハウを蓄積していることが強み。

○ JNTO には、その強みを活かして、「経済効果」「地域

再生」に資するインバウンド誘致を実施してもらうこ

とが重要であるが、現行の中期目標の内容は、「市場ご

とに海外の市場動向等の情報に基づく効率的・効果的

な訪日プロモーション方針を策定・公表」、「地方自治体

や民間事業者が独自に取り組む事業・活動との連携を

図りやすい環境を整える」など抽象的で、上記の課題に

対して法人を具体的にどう活かすかが不明確。 

【見込評価】 

○ 次ページのとおり

【見直しの背景・理由】 

○ 訪日外国人旅行者を 2020 年 4,000 万人等の政府目標を着実に実現する必

要

○ 地方部への訪日外国人延べ宿泊者数を 2020 年 7,000 万人泊、2030 年 1 億

3,000 万人泊の目標が定められており、地方への訪日外国人旅行者の誘客を

図ることが重要

○ 国際的な MICE 誘致競争が激化。我が国の国際競争力の強化が喫緊の課題。

機構においては、その体制強化・グローバルレベルでのプロモーション・誘

致活動の強化・専門的な人材育成の推進等に早急に取り組んでいく必要

【見直し内容】 

○ 訪日プロモーション重点 20 市場毎に国別戦略を設定した上で、機構は、

国毎のターゲット層の設定、最新旅行トレンドの把握・反映することにより、

国別にきめ細かなプロモーションを実施。欧米豪旅行者の旅行意欲をかき立

てる魅力的なコンテンツを発掘し、インターネットなどの様々なツールを駆

使して発信することにより、旅行先として魅力的な日本を認知・認識させ、

訪日無関心層を取り込むプロモーションを実施 

○ デジタルマーケティングの専任部署の新設・ICT 専門人材を配置、地方自

治体・DMO（注）との連携の促進や地方支援を専任とする部署の設置による体

制強化により、地方が行うプロモーションの質の向上 

○ MICE 分野のプロモーション・誘致機能の向上のため、海外事務所及び本部

の体制強化

○ 訪日外国人観光客の増加や観光に

よる地方創生等に資する観点から、法

人の強みを活かし、戦略的訪日プロモ

ーションの実施及びインバウンドに取

り組む地方公共団体など国内の関係主

体との連携・支援の強化について、法

人のチャレンジングな取組を促す目標

のあり方
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背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 目標設定に当たっては、主務省の所管する政策を実

現するため、法人にどのような役割を与え、どのように

法人を活用するのか、どのような成果を求めるのかを

明確に示し、ＰＤＣＡサイクルが機能することが重要。 

また、客観的なアウトカムの評価は重要であるが、そ

れに至るプロセスも重要。 

○ 業務によっては、「アウトカム」「定量的」な目標設定

が困難なものもあり、「定量的」であることに過度にと

らわれるのではなく、法人の努力の方向性を具体的に

示すことが必要。 

【見込評価】 

○ 法人の主たる業務である国民に対して提供するサービスその他の業務の

質の向上に関する事項における六つの評価項目のうち、１項目で「Ｓ」、４

項目で「Ａ」の評定

○ これらの評定に至った根拠として、数値目標に対する実績が 120％を超え

たことなどを挙げているものの、これらの指標の多くで、目標を設定した初

年度から目標値の 120％以上の実績となっており、次期中期目標の策定に当

たっては、指標や目標値の妥当性について検討が必要

【見直しの背景・理由】 

－ 

【見直し内容】 

○ 機構の次期中期目標及び計画の策定にあたっては、機構が実施する業務に

関して、第三期中期目標期間の達成状況を勘案して、適切な目標の設定を行

う。

○ 本法人が実施する業務の意義、求め

る成果の内容、過去の実績等を十分踏

まえた客観的かつ具体的な目標のあり

方

（注） ＤＭＯとは、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、

明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人である。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【国土交通省所管：（中）水資源機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 近年の気候変動を背景として、豪雨災害や渇水が頻発し

ているほか、地震災害等による水道施設の破損・断水も発

生しており、水資源政策については、従来の需要主導型の

「水資源開発の促進」から、今後、水インフラの老朽化対

策や地震・水害等の大規模災害、危機的な渇水などに対応

したリスク管理型の「水の安定供給」への重点化が必要。

○ リスク管理型の「水の安定供給」の重要性は、国や水資

源機構にとどまらず、ダムや水路等施設を所管する都道府

県等の他機関においても同様であるが、都道府県等におい

ては、水インフラに携わる人員不足等による技術力の低下

が懸念されることが課題。

一方で、機構は、水の安定供給や洪水被害の軽減のため

の施設連携のノウハウ、建設・管理に係る高度な技術力を

保有していることが強み。 

○ 機構が、その強みを活かして、リスク管理型の「水の安

定供給」に資する都道府県等への支援をより一層推進して

いくことが効果的であるが、現行の中期目標の内容は、「用

水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を

図るという根幹的な役割を果たしていく」、「機構の培った

水インフラに係る技術力を活用して、国内外の機関等への

技術支援を行う」など、上記の課題に対して法人を具体的

にどう活かせるかという点は不明確。 

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 東日本大震災の教訓を踏まえ、災害対策基本法の指定公

共機関として、被災地方公共団体等への支援等に関し、広

域的な対応をより有効に実施する必要

【見直し内容】 

○ 国、被災地方公共団体等から災害に係る支援の要請を受

けた場合において、業務に支障の無い範囲内で、機構の技

術力を活かした支援等の実施。なお、被災地方公共団体の

状況によっては、速やかな支援が実施できるよう検討を行

い、併せて可能な範囲で支援を実施 

○ 老朽化する水インフラに対応するため、施設を新築・改

築する建設事業のみならず、施設の操作・維持・修繕とい

った管理業務においてもＩＣＴ等を積極的に活用し、生産

性の向上、安全性の確保、業務の効率化及び簡素化を図り、

経営環境を改善。各事務所や建設現場等へのＩＣＴ等を円

滑に導入し、普及推進を図る

○ 災害等のリスクに対応した水の安定供給の確

保を図る観点から、自らが所管する施設の徹底活

用等にとどまらず、地方公共団体等への支援をよ

り一層推進することを促す目標のあり方（法人の

有する技術力等を踏まえ、どのような努力・工夫

が評価に反映されることがふさわしいか。）。

○ なお、支援の実施に当たっては、災害等の状況

により機構の自発的な判断による支援（いわゆる

「プッシュ型」の支援）のあり方の検討や、施設

の整備改築などのハード対策及びＩＣＴ技術を

活用した施設管理などのソフト対策も含めた機

構の様々なノウハウの効果的な活用が必要では

ないか。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【国土交通省所管：（中）鉄道建設・運輸施設整備支援機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 目標設定に当たっては、主務省の所管する政策を実現するため、法人にどのよ

うな役割を与え、どのように法人を活用するのか、どのような成果を求めるのか

を明確に示し、ＰＤＣＡサイクルが機能することが重要。

  また、客観的なアウトカムの評価は重要であるが、それに至るプロセスも重要。 

○ 業務によっては、「アウトカム」「定量的」な目標設定が困難なものもあり、「定

量的」であることに過度にとらわれるのではなく、法人の努力の方向性を具体的

に示すことが必要。

○ 機構は、公的資金を活用した鉄道新線建設の総合的マネジメントを行う唯一の

公的な建設主体であり、鉄道建設（計画を含む）に必要となる全ての分野にわた

る技術力、マネジメント力、プロジェクト全体を統括できる能力を保有。 

○ 一方、鉄道建設等業務に係る現行中期目標は、「（機構は）鉄道建設業務に関す

る総合的なマネジメントを行える我が国唯一の公的な整備主体」、「良質な鉄道を

経済的に安全にかつ所定の工期どおりに建設することが重要な目的」、「新幹線の

建設、都市鉄道利便増進事業、民鉄線及び受託事業等における所要の業務を推進」

といった、機構の役割、業務の目的、業務の内容に関する全般的な記述はあるも

のの、鉄道建設プロジェクトにおける業務の各プロセスにおいて、何についてど

のような努力を求めるのかといった具体的内容は不明確。

○ このほか、整備新幹線建設（注）については、北陸新幹線敦賀・大阪間のルー

トが与党ＰＴにおいて決定（H29.3）されたところであり、現在、機構が駅・ルー

トの詳細調査を実施しており、その後、環境影響評価の手続が進められる予定。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 機構は、整備新幹線整備事業について、鉄道建設業

務に関する総合的なマネジメントを行える我が国唯

一の公的整備主体としての特性を活かし、高度な技

術力や専門性を発揮しつつ、引き続き着実に業務を

行う必要

【見直し内容】 

○ 整備新幹線については、・・・現行の工事実施計画

認可を踏まえた整備新幹線の建設について、高速輸送

体系の形成が国土の総合的かつ普遍的開発に果たす

役割の重要性に鑑み、新幹線鉄道による全国的な鉄道

網の整備を図り、もって国民経済の発展及び国民生活

領域の拡大並びに地域の振興に資することを目的と

して、工事完成予定時期を踏まえ、事業の着実な進捗

を図る

○ 機構では平成 29 年度より、鉄道建設事業のプロジ

ェクト遂行の確実性を確保するため、工程・事業費の

より適切な管理に臨む体制を構築。関係者との調整を

十分に行いながら、完成予定時期を踏まえ、工程・事

業費の管理を徹底し、各事業を着実に進めていく

○ 鉄道建設について、鉄道建設プ

ロジェクトの各プロセスで「何につ

いて、どのような水準を実現するの

か」を具体的に示すことにより、機

構の「強み」である鉄道新線建設の

総合的なマネジメントに係る各取

組での努力を促し、ＰＤＣＡサイク

ルが機能する目標のあり方

○ 北陸新幹線の未着工区間に関し

て、機構が実施している駅・ルート

の詳細調査、その後行う予定である

環境影響評価の手続に当たっては、

国民への説明責任を十分に果たす

ことができるよう、その的確な実施

を図ることが重要

（注） 財務省の財政制度等審議会の「「経済・財政再生計画」の着実な実施に向けた建議」（H29.5.25）において、今後整備する区間においても、リニアやフリーゲージトレインの実現を見

据えつつ、既存ストックを最大限活用した最適な交通ネットワークを構築することが重要との記載あり。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【国土交通省所管：（中）日本高速道路保有・債務返済機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 高速道路は、全国的な自動車交通網の枢要部分を構成

し、かつ重要な地域を連絡するもの等であることから、そ

の債務の返済を確実に行うとともに、機能を良好に維持・

管理する必要。

○ 道路整備特別措置法等に基づく高速道路の保有・管理に

係る機構、会社の役割は、次のとおり。

機構：高速道路に係る道路資産の保有並びに会社に対す

る貸付け、承継債務その他高速道路の新設、改築等

に係る債務の早期の確実な返済等を実施 

会社：機構から借り受けた道路資産に係る高速道路につ

いて維持、修繕、災害復旧その他の管理 

○ 一方で、道路公団民営化後、東日本大震災など重大な災

害の発生、笹子トンネル天井板落下事故や逆走事故など重

大な事故の発生により、国民の安全・安心な通行の確保に

対する意識が高まっている。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 会社による管理の適正な水準の確保を通じた高速道路資

産の適切な保有及び貸付けに関する業務は、安全で利便性

の高い高速道路サービスを国民に提供する上で不可欠

○ アウトカム指標（注）の適正な設定は、高速道路の安全性・

利便性の向上に対する各社の取組状況を分かりやすく高速

道路利用者に伝えるとともに、会社がこれを自らの経営指

標として計画的に取り組むことを促すために重要であり、

中期的な目標の設定を追加することを通じて、更なる計画

的かつ実効的な事業実施の確保を期待

【見直し内容】 

○ 会社と連携して設定しているアウトカム指標について、

指標の設定に際しての会社間の考え方の統一、指標の組替

え等に加え、中期的な目標の設定についても機構が更なる

リーダーシップを持って取り組み、これを通じて高速道路

の管理水準を一層向上させ高速道路利用者に対するサービ

スの向上を図る。

（注） 死傷事故率、逆走事案件数、快適走行路面率、補修済橋梁数など

の指標。機構は、これまで、会社と連携して設定したこれら指標に係

る単年度の目標とその実績を把握公表。 

○ 高速道路を保有する機構において、将来にわた

ってその価値を損なうことがないようにする観

点から、会社による高速道路等の維持管理等業務

に対する機構のより積極的な取組を促す目標の

あり方
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背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 目標設定に当たっては、主務省の所管する政策を実現す

るため、法人にどのような役割を与え、どのように法人を

活用するのか、どのような成果を求めるのかを明確に示し、

ＰＤＣＡサイクルが機能することが重要。

 また、客観的なアウトカムの評価は重要であるが、それ

に至るプロセスも重要。 

○ 業務によっては、「アウトカム」「定量的」な目標設定が

困難なものもあり、「定量的」であることに過度にとらわれ

るのではなく、法人の努力の方向性を具体的に示すことが

必要。

○ 機構は、高速道路の建設等に係る債務の確実な返済を行

うため、その時々の金融情勢を踏まえた適時適切な資金調

達を実施しているほか、会社との協定の変更に際しては、

債務引受限度額等について検証を行い、法定期限内におけ

る債務返済の確実性を担保。

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 将来の借換えに伴う金利上昇リスクの軽減、支払利子の

圧縮、多額の資金の低利かつ安定的な調達等を図るために

は、更なる調達の多様化に努めるとともに、機構がリーダ

ーシップを持って会社による資金調達の支援に努める必要

【見直し内容】 

○ 債務返済に係る借換資金等の資金調達に当たっては、金

利の変動状況等を踏まえつつ、更なる調達の多様化に努め

るとともに、機構がリーダーシップを持って、会社との資

金調達に関する情報の共有及び共通課題に対する検討を実

施 

○ 法人の業務の特性を踏まえ、努力を促すための

目標のあり方
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【国土交通省所管：（中）空港周辺整備機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 目標設定に当たっては、主務省の所管する政策を実現するため、

法人にどのような役割を与え、どのように法人を活用するのか、ど

のような成果を求めるのかを明確に示し、ＰＤＣＡサイクルが機能

することが重要。

また、客観的なアウトカムの評価は重要であるが、それに至るプ

ロセスも重要。

○ 業務によっては、「アウトカム」「定量的」な目標設定が困難なも

のもあり、「定量的」であることに過度にとらわれるのではなく、法

人の努力の方向性を具体的に示すことが必要。

○ 機構は、長年にわたり数多くの空港周辺環境対策事業を実施し、

豊富なノウハウを蓄積しており、地元自治体や住民との信頼を構

築。今後、平成 40 年度末に予定されている周辺環境対策事業の空港

運営会社への円滑な承継にむけた取組が重要。 

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

―

【見直し内容】 

○ 環境対策事業については、専門知識・経験等が求められ

る業務であることから、環境対策事業承継日以降の民間の

運営権者による円滑な業務の実施を確保する必要

○ 機構は、民間の運営権者への円滑な環境対策事業の承継

に向けた取組を推進

○ 法人の業務の特性を踏まえ、努力を促す

ための目標のあり方
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【内閣府所管：（中）北方領土問題対策協会】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 北方領土問題は、日本がポツダム

宣言を受諾し降伏した後にソ連軍が

北方領土（択捉島、国後島、色丹

島、歯舞群島）に侵攻、日本人島民

を強制的に退去させ、一方的にソ連

領に「編入」し、ソ連崩壊後にロシ

アとなった現在もなお、法的根拠な

く占拠し続けていることから生じて

いる。 

○ 北方領土問題対策協会は、北方領

土問題の解決の促進等を目的とし

て、国民世論の啓発、日本国民と北

方四島在住ロシア人との間の相互交

流、北方領土問題の調査研究、元島

民に対する援護、北方地域旧漁業権

者等に対する融資を実施 

○ 北方領土問題については、学校教

育の成果もあり一定程度認知。一

方、返還要求運動の中心的役割を担

ってきた元島民は高齢化 

【見込評価】 

○ 国民世論の啓発について、「今後の課題」として「関心度の測定、分

析により更に強力な啓発活動」や「国民が幅広く北方領土問題につい

て知り、ふれる機会を創出する工夫を行う様々な取組」を期待と指摘 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 北方領土問題の早期解決に向け、協会に求められる役割を十分に果

たすとともに、効果的・効率的な業務運営を確保する観点から見直

し。特に、北方領土問題の長期化により、元島民が高齢化しているこ

とから、返還要求運動の後継者対策を重点的に実施する必要 

 

【見直し内容】 

○ 国民世論の啓発について、広く一般の国民の目に触れるような伝達

方法を検討するなどの改善を図るとともに、「事業の実施効果の検証方

法」を検討し、成果の低い事業や必要性の低下した事業は積極的に見

直し改廃 

○ 後継者対策として、以下を重点的に実施 

・ 全国の青少年、教育関係者等に北方領土問題に関する正しい理解

と関心を深めてもらう。 

・ 相対的に関心の低い若年層に、例えば、ＳＮＳの一層の活用によ

り、北方領土問題にふれる機会を積極的に提供する。 

○ 北方地域旧漁業権者等に対する融資事業について、利用目的や借入

額等を分析し、資格者の要望も踏まえ、融資メニューの見直しを検討 

○ なお、日露両国における今後の協議の進展等に留意し、必要に応じ

対応 

 

○ 啓発事業や四島交流事業に当たっては、訴求するターゲットを

明確にした上で、それに応じた事業メニューや啓発方法・媒体を

きめ細かく検討し、実施してはどうか。また、事業実施後、効果

を検証し、翌年度の事業改善（既存事業の廃止、新規事業の創設

も含む）につなげてはどうか。 
※ ターゲットは、返還運動の後継者（「語り部」候補等）なのか、相対的に
関心の低い若者一般なのかなど。 

※ 全国大会や県民大会の連携強化や、啓発の一般の国民への波及効果を高め
る工夫の検討など。 

 

○ 関係自治体や他の機関と連携して、相乗効果の発揮を図っては

どうか。 
※ 北方領土問題を肌で感じ、リアリティを持って理解し考えてもらうた
め、根室市等が行う観光事業と連携し、北方領土の隣接地域に足を運び北
方領土を直接見たことのある者を増やす取組を強化等 

※ 四島交流事業における文化振興関連機関との連携、融資事業における地
域金融機関との連携、先の大戦の関連資料等を保有する機関との連携等 

 

○ 職員が協会活動の充実に積極的に意欲を持って取り組むことが

できるよう、理事長、専務理事をはじめとする役員が一層、率先

垂範して、取組を推進してはどうか。自己収入の確保にも取り組

んではどうか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【厚生労働省所管：（中）勤労者退職金共済機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 近年、多くの中小企業で人材不足が深刻

化している中、労働力の確保等を通じて経

営基盤の充実を図る必要性が高まってお

り、政府は｢経済財政運営と改革の基本方

針2017」において、中小企業への人手不足

や働き方改革の対応を行う方針

【見込評価】 

○ 「加入促進対策の効果的実施」について、有識者より次期中期目標に

おける加入促進の目標設定においては、中小企業数の推移予測、景気要

因による労働需給予測を踏まえ、設定することが望ましいと指摘

【見直しの背景・理由】 

○ 独力では退職金制度を設けることが困難な中小企業について退職金制

度を確立させることにより、勤労者の福祉の増進や生活の安定を図るこ

とで、労働力の確保等を通じた企業の振興を目的

【見直し内容】 

○ 中退共において、退職金未請求者の割合は減少傾向にあるが、引き続

き住基ネット等を活用して被共済者の住所情報の把握方策を強化し、確

実な支給に向けた取組みを推進

○ U制度への加入・未加入の業種の分布等を分析 Uし、関係機関と連携しつ

つ、U効果的な加入促進対策を検討し実施 

○ 中退共においては、制度改正に迅速かつ柔軟に対応する

ためのシステム再構築を行う。また、建退共において、現行の事務煩雑

を軽減するための実証実験を行い、電子申請方式の導入を検討

○ 財産形成促進制度において融資業務のための資金調達は平成11年当時

に作成されたルールに基づき行っていることから、現在の金融情勢等を

踏まえ検証を行った上で、必要に応じ、関係機関と連携して見直しを行

う

○ 法人と主務省双方において U退職金制度の運用を法人が行う

ことの政策上の意義 Uや、U社会経済の中での位置付け等につい

て明確 Uにした上で次期中期目標に盛り込むべきではないか。 

○ 退職金制度を安定的かつ持続的に運用していくために必要

となる加入者数（ストック、フロー）又は加入率の水準につ

いて、上記政策上の意義を踏まえ検討した上で、U加入促進対

策の効果を適切に測ることができる指標を次期中期目標にお

いて設定 Uすることはできないか。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【厚生労働省所管：（中）高齢・障害・求職者雇用支援機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」、「働き方改

革実行計画」等において、意欲ある高齢者の

就労促進、障害者の希望や能力に沿った就労

支援、U中小企業等の生産性向上に資する人材

育成 U等が挙げられている。

○ 第４次産業革命による産業構造の変化を見

据え、「未来投資戦略2017」において、U企業

の生産性向上に資するIT人材の育成 Uや、U

様々な人材が基礎的なIT・データスキルを

身に付けることへの支援 Uが掲げられてい

る。 

【見込評価】 

○ 「在職者訓練、事業主等との連携・支援」の項目について、「民間機関

等を積極的に活用して、中小企業等における生産現場等で働く者の「Ｉ

Ｔ力」強化のための企業支援に取り組むことが求められる」と指摘

【見直しの背景・理由】 

○ 我が国が一層の少子化・高齢化の進行によって、本格的な人口減少社

会が到来する見通しである中、一億総活躍プランや働き方改革実行計画

等において、若者、女性、高齢者・障害者等の働く意欲と能力を持つす

べての人々が活躍できる社会の実現や、U技術革新と産業界のニーズに合

った能力開発を推進

【見直し内容】 

（高齢者雇用支援） 

○ 企業に戦略的にアプローチし、定年引上げ・継続雇用延長に係る具体

的な制度改善の提案等を行えるよう体制の強化、高年齢者雇用アドバイ

ザー等に対する研修の充実

（障害者雇用支援） 

○ 新たに障害者を雇用する企業や、より困難性の高い障害者への個別対

応等に直接的な支援の重点を置くとともに、U地域の就労支援機関や企業

が相互に連携し、障害者雇用に独自に取り組めるような環境・体制整備 U

をさらに推進

（職業能力開発） 

○ 中小企業等に対する相談支援機能の強化、UＩｏＴやＡＩ等の技術の進

展に対応した在職者向け訓練の充実 Uや U高度技能者の養成 U、U生産現場等

の「ＩＴ力」の強化 U等 

○ 職員が意欲を持って働ける環境を作るためには、最終

的な成果を表す数値目標（就職率、職場定着率等）のみ

を目標に掲げるのではなく、U当該成果に至るまでに本法

人が行った取組や工夫を正確に評価できる目標・指標を

設定し、次期中期目標に盛り込むべき Uではないか。

○ U障害者雇用における地域の就労支援機関等の相互連携

に係る環境・体制整備について、U本法人が地域における

中核的な職業リハビリテーション機関として、関係機関

の状況を把握し、適切な助言・支援を行うことで、U地域

全体の底上げを図ることはできないか U。 

○ 第４次産業革命によるＩｏＴ、ＡＩ等の技術の進展に

対応した人材育成の在り方について、U本法人の強みやリ

ソースをいかしつつ、中小企業等の生産性向上に向け本

法人に求められる役割を明確化した上で、本法人の取組

方針や具体的な取組内容を次期中期目標に盛り込むべき U

ではないか。
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【厚生労働省所管：（中）福祉医療機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 福祉・医療の現場では、少子高齢

化の進展に伴う、待機児童、特養待

機者、医療需要の増大、社会的孤立

などの数多くの問題が存在 

○ 福祉・医療の基盤強化（介護医療

総合確保推進法）、保育・介護の人

材確保、地域共生社会の実現（ニッ

ポン一億総活躍プラン）等が政府の

重要方針として位置づけ 

 

 

 

【見込評価】 

特記事項なし 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 『小回りのきく福祉・医療支援の専門店』としての一層の機能発揮が求められてい

る。 

○ 機構の取組により福祉・医療基盤の整備に寄与することや、制度の谷間の要支援者

を支える団体へ支援を行い、地域包括ケアシステムや共生社会の実現に寄与すること

及び福祉保健医療情報サービス基盤を活用し、全ての利用者が一元的かつ正確な情報

を入手できる環境を整備する。 

 

【見直し内容】 

○ 福祉医療貸付業務について、政策融資という役割を踏まえ、政府の政策方針、災害

等の緊急時の資金需要への対応、融資後の利用者への支援、協調融資の実施に留意し

効果的・効率的な融資を実施 

○ 社会福祉振興助成事業について、助成先法人がその後も継続的に活動するための自

立的運営を行えるよう、過去の優良事例の紹介等を通じて支援 

○ WAM NET事業について、障害福祉サービス等情報公表制度の創設に併せたシステム

の整備や、地域共生社会の実現に向けた取組に係る情報提供体制を整備すべく関係機

関と調整 

 

 

○ 貸付業務の中でも、人材・設備が不足しており、今

後増加が見込まれる福祉分野と、地域で効率的に連携

を行うことされている医療分野とでは、本法人に期待

される役割が異なるのではないか。それぞれの役割に

基づき、貸付に当たっての基本的な考え方や、法人の

取組内容を適切に評価するための指標を次期中期目標

に盛り込むことはできないか。 

 

○ 社会福祉法人制度の改革や地域の医療提供体制の再

編に貢献するため、融資を通じて得られた豊富なデー

タや国の政策と密接に連携している強みを活かし、法

人や施設の経営基盤の強化を支援する福祉医療経営指

導事業について、一層の強化を図るべきではないか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【厚生労働省所管：（中）国立重度知的障害者総合施設のぞみの園】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」において、障害者

を含む「全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共

に創り、高め合うことができる『地域共生社会』」の

実現が掲げられている

○ のぞみの園でも入所者の地域移行を進めており、

現在は新規受け入れを行っておらず、矯正施設退所

者・行動障害等の有期（短期）利用者のみ受け入れ

○ 支援に関する U調査・研究、成果を踏まえた養成・

研修を実施 Uすることで、U全国の障害者支援施設等に

情報発信し、支援の質の底上げ Uに寄与 

【見込評価】 

○ 特記事項なし

【見直しの背景・理由】 

○ 重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な

支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等を行う

ことにより、知的障害者の福祉の向上を図ることを目的

○ 平成28年の障害者総合支援法及び発達障害者支援法の改正に

伴い、障害者支援のニーズの多様化への対応を進めるため、よ

り一層きめ細やかな支援が求められている

【見直し内容】 

○ 全国の障害者支援施設において高齢化が進展しており、高齢

者に対応するノウハウが乏しくその対策が喫緊の課題となって

いることから、高齢化に配慮した質の高い支援に取り組む

○ 矯正施設を退所した知的障害者については、関係機関（刑務

所、少年院等）と連携・双方で情報を共有し、円滑な福祉サー

ビスにつなげ、早期に地域に定着できるよう、支援を拡充

○ 地域生活への継続にリスクのある障害児・者の相談が増加し

ている状況の中、ニーズに的確に対応するため就学前から継続

的かつ予防的に対応し、安定した生活が送れるよう支援に取り

組む

○ 入所者が減少していく中、全国の障害者支援施設等に対

する「調査・研究」U成果の発信 U、「養成・研修」及び「援

助・助言」を通じた Uノウハウの提供 Uといった、U本法人の

強みを活かした取組を一層強化 Uするとともに、こうした U

取組の成果を測る適切な評価指標の在り方について検討 U

を行い、次期中期目標に盛り込むべきではないか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

【文部科学省所管：（中）日本学術振興会】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論

○ 学術における国際的な競争

が激しさを増し、主要先進国

研究者との国際共著論文数は

停滞。強固な国際研究基盤を

構築し、我が国のプレゼンス

を高めていくためには、学術

の振興を図ることを目的とす

る我が国唯一の資金配分機関

である本法人の役割が重要

【見込評価】 

○ 「広報と情報発信の強化及び成果の普及・活用」の項目について、「今後の課

題・指摘事項」として、「U振興会の存在意義を国民に理解してもらえるよう U、受け

手のニーズを踏まえつつ U効果的な広報活動を実施する必要 Uがある」と指摘 
※ 見込評価において、本項目は、「学術の社会的連携・協力の推進」の項目と合わせて評価を実施

【見直しの背景・理由】 

○ 主要先進国との共著論文数が停滞するなど、国際的なトップレベルの学術研究

から取り残される危機に直面

○ 「イノベーションの源泉」としての学術研究の「改革と強化」を進め、引き続

き我が国の学術振興の中核機関として研究者の活動を安定的・継続的に支援する

役割

○ 学術の現代的要請（挑戦性・総合性・融合性・国際性）に応え、優秀な若手研

究者を確保・支援

【見直し内容】 

○ 国内外の垣根なく事業を推進するため、事業体系の整理と組織体制を整備

○ 国際共同研究等の在り方を検討し、U必要な改善・強化を行うことにより、強固

な国際研究基盤を構築 

○ 若手研究者の処遇改善や制度改善等を行い、若手の挑戦を支援する人材育成事

業を充実

○ 科研費の充実・強化に資する審査システム改革を推進し、新たな審査システム

の一定期間経過後の再評価を実施

○ U効果的な広報活動に資する体制整備 Uを図り、U本法人の事業内容及び成果等の情

報を積極的に発信 

○ 本法人は、次期中期目標期間中に強固な国際研究基盤構築に

向けた国際共同研究や外国人研究者の招へい等事業の在り方の

検討や必要な改善・強化を行うこととしている。これらの実施

に当たっては、既存の事業とあわせて、適切な評価指標を新た

な中期目標に盛り込むべきではないか。

○ 研究者個人の成果としての発信に加え、本法人の顔が見える

形での成果の発信を行うことにより外部から認識・評価される

ことで法人のモチベーションにつながるよう、Uどのような対象

に対し U（例：国民一般向け、他の研究機関向け）、Uどのように

発信していくのが効果的であるのかを検討 Uし、当該広報の在り

方について新たな中期目標に盛り込むべきではないか。また、

法人業務全般の積極的な対外発信に向け、法人マネジメント強

化の一環として、広報体制の整備に取り組むべきではないか。 

※ 科研費による研究成果については、研究終了後に研究者から提出さ

れる報告書を全てデータベース化しインターネットで公開しているほ

か、大型の研究種目については、研究終了５年後に有識者による追跡

調査を実施

研究成果をどのように情報発信していくかという点については、本法

人においても工夫の余地があると認識 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【文部科学省所管：（研）理化学研究所】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 現行中長期目標においては、科学技術

基本計画において掲げられた国が取り組

むべき課題の解決に向けて研究開発を戦

略的かつ重点的に推進することとし、８

つの分野・領域を示した上で、当該分野・

領域に取り組む必要性、達成すべき成果

を提示 

【見込評価】 

○ 例えば、「生命システム研究」の項目においては、バクテリアの細胞質中での生体分子

の挙動を原子レベルで解明したことなど、当該分野・領域での優れた研究成果を複数例

示し「Ａ」評定としている等、個別の研究成果が前面に出ているが、そこに至る進捗状

況等は必ずしも明確ではない。 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 特定国立研究開発法人として、我が国のイノベーションシステムを牽引する中核機関

としての役割 

○ 多くの若手研究者等が短期間で業績を求められる現状を踏まえた人事制度改革が必要 

○ 厳しい財政状況の中、財政基盤を強固にし、研究開発活動を更に活性化させる必要 

 

【見直し内容】 

○ 総合的な研究機関としての特色を最大限に生かし、異分野融合等による新たな科学の

開拓・創成を志向した研究を実施 

○ 本法人が有する最先端の研究基盤について、国内外の利用者のニーズも踏まえつつ、

施設の高度化等を推進 

○ イノベーション創出の中核機関としての強みを生かしつつ、産業界との連携や、ベン

チャー育成等を強化 

○ 理事長がリーダーシップを発揮し、他の国立研究開発法人のモデルとなる革新的な改

革を推進できるよう、適切な事務組織の構築や理事長を支える機能の整備等を実施 

○ 若手研究者が中長期的なビジョンをもって研究に専念できる環境の整備のため、無期

雇用職の整備等の人事制度改革を推進 

○ 産業界との共同研究の拡充や知的財産の有効活用等により、自己収入の増大を図る。 

 

○ 第５期科学技術基本計画等、我が国の科学技

術における重要課題や社会的要請を踏まえ、ま

た、特定国立研究開発法人として他の国立研究

開発法人等の先導的・中核的役割を担う観点か

ら、U本法人に求められる役割や推進すべき研究

分野・領域、達成すべき成果について、引き続

き次期中長期目標に盛り込むべき Uではないか。 

 ［上記ポイントは、ＣＳＴＩにおいても確認さ

れる事項］ 

 

○ 主務大臣の評価に際しては、U優れた研究開発

成果を例示して評価するだけでなく U、長期性、

不確実性等といった研究開発の特性に鑑み、U

研究開発の進捗状況等や法人としてのマネジ

メント面についても適切に評価できるよう、評

価軸・指標等の考え方を検討 Uした上で、次期中

長期目標に盛り込むべきではないか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【文部科学省所管：（研）宇宙航空研究開発機構】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 「宇宙基本計画」において、「我が国の

宇宙機器産業の事業規模として10年間で

官民合わせて累計5兆円を目指して、そ

の実現に向けた取組を進める」と記載 

○ 「宇宙産業ビジョン2030」において

は、「宇宙利用産業も含めた宇宙産業全体

の市場規模（現在1.2兆円）の2030年代

早期の倍増を目指して、その実現に向け

た取組を進める」と記載 

【見込評価等】 

○ 「利用拡大のための総合的な取組」の項目に係る見込評価において、「国民生活の向

上、産業の振興にどれだけ貢献したかについて適切に把握するための適切な評価指標

の在り方についても検討が必要」と記載 

○ Ｘ線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）の異常事象が発生した27年度の主務大臣評価

（当該項目はＣ評定）において、U職員のインセンティブの確保と当該事象を受けた対

策の双方に取り組むこと、新しいこと・困難なことへの挑戦と努力を継続することを

法人に求めている U。 

 

【見直しの背景・理由】 

○ U宇宙航空分野を取り巻くプレイヤーの増加（環境の変化）や新たな事業創出への期

待（課題）を踏まえ、社会を技術で先導し、新たな価値を創造する組織へと変革して

いくことが期待 Uされている。 

 

【見直し内容】 

○ U重点的に取り組む施策 Uとして、以下を推進 

・ 宇宙空間の安定的利用、安全保障、安全・安心な社会の実現等に資する研究開発 

・ U民間との協働による新事業創出など宇宙利用の拡大に向けた取組 Uや、国際競争

力の強化に資する研究開発 

・ 国際的プレゼンス向上等に資する宇宙探査活動や、世界最高水準の科学成果の創

出を目指す宇宙科学研究 

・ 航空機の安全性向上や環境適合性と経済性との両立に資する研究開発 

○ 研究開発機能、プロジェクト実施機能及び管理・事業共通機能を柱とする体制を整

備。民間等の外部人材の積極的登用や、将来に繋がる人材育成。民間等との協働によ

る新事業創出や企画立案・提案機能向上のための運営・組織の改革 

○ プロジェクトのリスクを軽減させ確実に実行するため、マネジメントルールを遵

守・徹底 

 

○ U民間の宇宙利用の裾野拡大や研究開発成果の

社会実装を推進 Uしていく観点から、法人の持つ

技術や研究成果の産業界への橋渡しにかかる取

組をより一層推進するとともに、Uそれらの進捗

や達成度合を測る適切な評価指標の在り方につ

いて検討を行い、次期中長期目標に盛り込むべ

き Uではないか。 

 

○ Uチャレンジングな研究課題について U、リスク

を意識しつつも U職員のインセンティブを確保す

るため U、研究開発やプロジェクト実施にあたっ

ての目的やアウトカムをしっかりと見据え、U研

究開発の結果だけではなく、そこに至る過程で

得られた成果やアウトカムに繋がる取組・工夫

についても適切に評価するための指標の考え方

を検討したうえで、次期中長期目標に盛り込む

べき Uではないか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【文部科学省所管：（中）日本スポーツ振興センター】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 現行中期目標では、スポーツ振興くじ助

成について、「より多くの助成財源を確保

する」こと、「外部の有識者による配分に

係る審査を行う」こと等を規定 

【見込評価】 

○ 「助成業務の透明性の確保等」の項目について、「今後の課題・指摘事項」

として、「スポーツ振興くじについては、地域スポーツの振興における役割が

極めて大きいことを踏まえ、助成の効果を客観的に評価し、翌年度以降の助成

に反映させるなど、現場のニーズに応えた助成内容とすることを期待する」と

指摘 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「2020年大会」

とする。）等スポーツに対する関心が高まる絶好の機会を逃すことなく、広く

国民各層に対しスポーツの価値を伝え、U「スポーツ参画人口」を拡大 Uし、関

係各団体との連携・協力により U「一億総スポーツ社会」の実現に取り組む Uこ

とが求められる。 

 

【見直し内容】 

○ 2020年大会に向けて、新国立競技場の整備、国立代々木競技場の耐震改修

等工事を着実に実施。U新国立競技場は、大会後の運営の在り方や手法を検討 

○ ハイパフォーマンスセンター（JISS、NTC）の機能の整備・充実。各競技団

体等と連携した2020年大会及びその後を見据えた国際競技力の向上 

○ Uスポーツ振興くじ助成について Uは、地域スポーツの振興における役割が極

めて大きいことを踏まえ、真に現場のニーズに応えたものとなるよう助成メニ

ューを不断に見直し。U助成の効果を客観的に評価できる指標・手法を設定 

○ 近年の登山ブームにより一般登山者が急増していること等を踏まえ、国立登

山研修所の機能や役割について見直し 

○ 災害共済給付の受給者の利便性向上、業務運営の効率化等の改善 

 

○ 地域スポーツの振興に重要な役割を担うスポーツ振

興くじ助成については、U助成がスポーツ参画人口の拡

大等にどれだけ貢献したのかを測定できるような指標

を設定し、次期中期目標に盛り込むべき Uではない

か。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【文部科学省所管：（中）日本芸術文化振興会】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 「U文化芸術基本法」が平成29年６月に改正 Uさ

れ、文化芸術の振興にとどまらず、U観光 U、まち

づくり、U国際交流 U、福祉、教育、産業その他の

関連分野における施策 Uが法律の範囲に取り込ま

れた U。 

○ U「経済財政運営と改革の基本方針2017」及び

「未来投資戦略2017」において、稼ぐ文化への

展開を推進する「文化経済戦略（仮称）」を本年

中に策定し、文化芸術産業の経済規模（文化Ｇ

ＤＰ）を拡大していくことが謳われている U。 

○ 2020年以降のレガシー創出に向け、日本文化

の魅力を発信する事業・活動、障害者や外国人

にとってのバリアを取り除く取組を

「beyond2020プログラム」として認証、ロゴマ

ークを付与し全国に展開する取組を、国と東京

都が一体となって実施している。 

 

【見込評価】 

○ 総合評定の「3.項目別評価における主要な課題、指摘事項など」におい

て、外国人来場者への対応が要改善である旨、外国人のための鑑賞教室に

ついて更なる拡充を検討する旨、の記載あり。 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 文化芸術振興の中核的拠点として、文化芸術の豊かな広がりの実現、伝

統芸能の後世への伝承、芸術の創造活動の活性化等が法人に求められる役

割 

○ U2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会 U（以下「2020年東

京大会」とする。）Uを契機とする文化プログラムの実施等を通じて、観光振

興、地方創生、経済の活性化等への貢献も求められる U。 

 

【見直し内容】 

○ 文化芸術活動への支援策をより有効に機能させるため、アーツカウンシ

ル機能 P

注
Pの連携・強化等を図る。 

○ 我が国の舞台芸術の魅力を世界に示し、インバウンド拡大への貢献を果

たすため、劇場施設の多言語化、外国人向けの体験型プログラム等の国際

的な取組を強化 

○ 新たな観客層の開拓に努め入場者数の増加を目指すとともに、企画内容

や広報、営業宣伝、ニーズの把握、関係団体との連携等に戦略的に取り組

む。 

○ 劇場間の連携強化や業務・組織体制の整備、企画立案・広報機能の強化 

注）専門家による助言、審査、評価等  

 

○ 基本法の射程が広がるとともに、文化芸術産業の

経済規模（文化GDP）及び文化芸術資源の活用によ

る経済波及効果の拡大が政府の方針として謳われる

など、U文化政策は転換期を迎えている U。また、U2020

年東京大会等が開催される次期中期目標期間は、我

が国の文化芸術の魅力を世界に発信する好機 Uである

ことから、本法人はインバウンド拡大や新たな観客

層獲得に向けた取組を強化することとしている。 

こうした取組については、単に入場者数を増やす

目的の一過性のものではなく、 

・ U「観光」や「国際交流」、「地方創生」の視点 

・ U多くの人に繰り返し鑑賞していただくこと（リ

ピーターの獲得）に向けた視点 

Uからも十分に検討 Uを行うとともに、U伝統芸能の保

存・振興及び現代舞台芸術の振興・普及等の法人固

有の政策目標への貢献に繋がるような中期目標や指

標を設定 Uすべきではないか。 
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見込評価及び見直し内容についてのユニットにおける議論の状況 

 

【文部科学省所管：（準）日本私立学校振興・共済事業団】 

背景事情等 主務大臣による見込評価／業務・組織の見直し内容 ユニットにおける主な議論 

 

○ 私立学校は、建学の精神に基づく個性豊かな教育

研究活動により、学校教育の発展に大きく貢献 

○ 今後、少子化の進行に伴い、個々の学校において

は、定員の充足が困難となるなど経営環境が一層厳

しさを増すものと見込まれる。 

 

【見込評価】 

○ 「学校法人等に対する経営支援・情報提供事業」の項目にお

いて、「少子化を背景として、学生総数の減少が見込まれるなど

私立学校の経営環境が一層厳しくなることが予想されることか

ら、支援体制の更なる充実が求められる」と記載 

 

【見直しの背景・理由】 

○ 教育へのアクセス向上や大学教育の質の向上、経営力強化が

掲げられた「経済財政運営と改革の基本方針2017」が閣議決定 

○ 18歳人口の大幅な減少期を迎え、私立学校における経営環境

が一層厳しくなるとの予想 

 

【見直し内容】 

○ 補助事業においては、教育研究の質の向上や高等教育へのア

クセス格差是正等に向けた総合的な私立大学等の支援方策を講

じる。 

○ 貸付事業においては、総貸付残高に対するリスク管理債権の

割合を抑制、学校法人のニーズに応じた利便性を向上 

○ 経営支援・情報提供事業においては、事業横断的に支援出来

る体制の構築、私立学校の教育及び経営に関する各種情報の収

集と分析、グッドプラクティスを含むこれらの情報等を積極的

に私立学校に提供 

○ 受配者指定寄付金事業・学術研究振興基金事業においては、

各種税制優遇制度の更なる周知、寄付金確保の取組の充実 

 

○ 少子化の更なる進行による就学者の減少、それに伴う学

校間の競争の激化などの私立学校を取り巻く環境の変化の

中、U事業団が行う「経営支援・情報提供事業」の重要性は

今後一層高まることが予想されることから、本法人が収

集・分析したグッドプラクティス等の各種情報を私立学校

に提供するなどの取組の充実を図る Uとともに、その効果

を適切に評価するための指標を設定すべきではないか。 
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